
減損会計関係注記
以下の固定資産について減損の兆候が認められました。
百合ヶ丘第３宿舎
ü 使用しないという決定を行った固定資産の概要

資 産 名 称 用 途 種 類 場 所

百合ヶ丘第３宿舎 職員宿舎 建物 神奈川県川崎市麻生区東百合丘

B 使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額
（単位：円）

資 産 名 称 帳 簿 価 額 回収可能サービス価額 減損額の見込額

百合ヶ丘第３宿舎 18¶835¶972 0 18¶835¶972

~ 帳簿価額は平成21年４月１日現在の帳簿価額を掲記しております。
附 属 明 細 書

\ 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第86特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細
（単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失
累計額 差引当期末残高 摘要

当期償却額

有 形 固 定 資 産
(償却費損益内)

建 物 524¶774¶286 76¶118¶520 0 600¶892¶806 78¶038¶799 43¶437¶063 0 522¶854¶007

構 築 物 9¶301¶890 5¶716¶173 0 15¶018¶063 991¶682 878¶636 0 14¶026¶381

車 両 運 搬 具 6¶890¶809 0 0 6¶890¶809 4¶794¶830 1¶550¶424 0 2¶095¶979

工 具 器 具 備 品 517¶102¶042 223¶770¶444 103¶913¶109 636¶959¶377 208¶002¶759 148¶142¶818 0 428¶956¶618

計 1¶058¶069¶027 305¶605¶137 103¶913¶109 1¶259¶761¶055 291¶828¶070 194¶008¶941 0 967¶932¶985
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@ 使用しなくなる日
平成21年４月１日

A 使用しないという決定を行った経緯及び理由
耐震診断を行った結果、耐震性能が低く、地震による倒壊または崩壊の危険性が高いことが判
明したため、使用しないという決定を行いました。

_ 法人化後新たに生じた学資金に係る貸倒損失に係る未収財源措置予定額

法人化後新たに生じた学資金に係る貸倒損失に対しては、独立行政法人日本学生支援機構法第
23条の規定及び中期計画に計上されている回収不能債権補填金により、「債権管理規程」及び「中
期目標」に基づき適正に債権管理した結果生じた部分について財源措置されることが明らかであ
ることから、回収目標率に基づき算出される予想貸倒引当金相当額を上限として当該学資金に係
る貸倒引当金繰入額から受取利息等を控除した額を未収財源措置予定額として計上しておりま
す。

` 旧日本育英会から承継した学資金に係る貸倒損失に係る未収財源措置予定額

旧日本育英会から承継した学資金に係る貸倒損失に対しては、独立行政法人日本学生支援機構
に関する省令附則第３条の規定により文部科学大臣が決定した額（17¶519¶277¶701円）から補助
金により財源措置された額を控除した額を残高として未収財源措置予定額として計上しておりま
す。

a 貸倒引当金見積方法の変更により追加で計上される旧債権の貸倒引当金繰入額に係る未収財源

措置予定額

「奨学金に係る債権の自己査定に関する細則（平成21年３月16日）」の制定に伴い、追加で計上
される旧債権に係る貸倒引当金繰入額に対しては、独立行政法人日本学生支援機構法第23条の規
定及び中期計画に計上されている回収不能債権補填金により、平成20年度決算の損失処理におい
て第二期中期目標期間に繰越がなされる金額及び国庫納付がなされる金額を控除した積立金残額
では当期総損失を処理できないものと計算される額（22¶173¶611¶784円）について財源措置され
ることが明らかであることから、同額を未収財源措置予定額として計上しております。

７．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国又は地方公共団体の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法

近隣の地価や賃借料を参考に計算しております。
] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

政府出資等の機会費用の計算に使用した利率は、決算日における10年国債（新発）利回を参考
に、1•345％で計算しております。

^ 無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に利用した利率

当該年度に行った全ての資金調達に係る約定利率の加重平均値0•993％で計算しております。

８．リース取引の処理方法
リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。
リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。
９．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっております。
重要な債務負担行為
該当ありません。
重要な後発事象
該当ありません。
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